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登壇 

 

司会：アナリスト、投資家の皆様、大変お待たせをいたしました。 

定刻となりましたので、ただ今より朝日放送グループホールディングス株式会社の 2021 年 3 月期

決算および中期経営戦略の説明会を開催いたします。 

それではこれより、朝日放送グループホールディングス社、代表取締役社長の沖中と、朝日放送テ

レビ社社長の山本よりご説明をいたします。 

まず、グループ全体の業績を沖中よりご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

沖中：沖中でございます。皆様には日頃より大変お世話になっております。本日はどうぞよろしく

お願いいたします。 

ご存じのように、この 1 年、大変コロナ禍で苦しめられました。特に昨年の今頃は、テレビ社の広

告セールスを中心に、今までに見たことがないような数字が並びました。 

しかしながら、下期にはテレビ広告も回復し、売上、利益とも前年にかなり近い水準まで戻ってく

ることができ、ホッとしております。 

しかし、やはり苦しかったのは、満足に番組が作れなかった、イベントができなかった、顧客への

サービスができなかった、そういったことです。 

そんな中、一方で、コロナで大きく変わった世界に対応するために、新しい小さなビジネスも生ま

れました。これを機に、働き方から私たちのビジネスのあり方まで、改めて考える良い機会になっ

たと思っております。 



 
 

 

では早速ですが、連結業績についてご説明します。 

2021 年 3 月期の売上高は、放送事業の減収が大きく影響し 783 億円で、前期比で 5.5%のマイナ

ス、46 億円の減となりました。 

一方、番組費などの売上原価の減少などで費用が抑えられ、営業利益はおよそ 27 億円、前期比で

7 億円の減少。 

経常利益は 30 億円で、6 億円の減少に留まりました。 

親会社株主に帰属する当期純利益は、アメリカの動画配信事業への投資に絡む投資有価証券評価損

等を計上したことなどにより、赤字となりました。 



 
 

 

放送セグメントは、主力のスポット収入がコロナ禍で大きく減少し、対前年 11.9%減となり、およ

そ 51 億円の減収となりました。 

一方で、番組制作などの費用が大幅に抑えられたことにより、営業利益は前期比でおよそ 3 億円の

減少に留まりました。 

ハウジング事業は、コロナ禍で住宅展示場などを一時休園した影響があった一方、大型の不動産販

売により、トータルでは増収となりました。 

ゴルフ事業は、コロナ禍で来場者が減り減収減益となりました。 



 
 

 

次は当期の連結業績予想です。 

2022 年 3 月期の連結売上高は、放送事業収入が回復するなど、各事業でコロナ禍からの回復によ

る増収を見込んでおります。 

一方で、利益は減益となる見込みです。今期は、前期にコロナ禍で減少した番組費などの費用があ

る程度戻ること、ほかにもコンテンツ事業を中心としたグループへ成長するための先行投資的な費

用を見込んでいるためです。 



 
 

 

次にセグメント別の予想です。 

当期の決算から、報告セグメントを従来の放送、ハウジング、ゴルフの 3 セグメントから、放送・

コンテンツとライフスタイルの二つのセグメントに変更します。その下に、事業別として、記載の

ように分類しています。 

セグメントの変更に伴い、今回は前期比較の数字は掲載しておりませんが、このセグメントの内訳

の事業別については、放送事業は、テレビスポット広告の回復などで増収を見込んでいます。コン

テンツ事業と通販事業でも増収を見込んでいます。 



 
 

 

次に当期の配当です。 

当期の配当につきましては、8 ページ記載のとおりです。 

ご覧の配当政策に基づきまして、2021 年 3 月期の年間配当を 10 円としました。 

また 2022 年 3 月期は、中間配当予想を 5 円、期末配当予想を 6 円としておりまして、1 株当たり

の年間配当は 11 円の予想としております。 

以上、連結の業績についてご説明いたしました。 

 

 

 

 



 
 

 

司会：続きまして、朝日放送テレビの業績につきまして、朝日放送グループホールディングス株式

会社の代表取締役副社長で、朝日放送テレビの社長の山本からご説明をいたします。 

山本：山本でございます。どうぞ今日はよろしくお願いいたします。 

冒頭、沖中からもありましたように、昨年度は本当に厳しい 1 年でございました。特に上期はスポ

ットが過去に例を見ないような状況でございましたけれども、下期に入りましてから何とか徐々に

回復傾向にあり、費用減もあり、全体としては持ち直したというような 1 年でございました。 

この苦しい中でも、テレビはこのコロナの影響で、逆にテレビの存在がもう一度見直されたのでは

ないかなと。そういう手応えを感じた 1 年でございました。 



 
 

 

それでは業績についてご説明をさせていただきます。10 ページをご覧ください。 

売上高は 512 億 8,800 万円で、前期に比べ、およそ 63 億円の減収となりました。主力の放送事業

でテレビスポット収入が大きく減少したことや、高校野球などの大型スポーツイベントが中止にな

ったことが影響しました。 

一方で、コロナ禍によって、ロケや収録が中止・延期になった影響で、番組費などの費用も減少

し、営業利益は 4,800 万円の減益。経常利益は 4,000 万円の減益と、利益の減少幅は抑えることが

できました。 



 
 

 

次のページに事業ごとの事業を記載しております。 

ご覧のとおり、テレビ事業収入が大きく減少しました。この要因のほとんどはスポット収入の減少

に伴うものです。詳細は次のページでご説明をいたします。 

催物収入は、コロナ禍で厳しく制限され、予定していた多くのイベントが中止・延期になったこと

が影響し、前年比で 50%近い減収となりました。 

コンテンツ関連収入は、下期に入って、「M-1 グランプリ」のデジタル展開が好調だったことや

YouTube でのサブチャンネルがスタートしたことで盛り返しをしましたが、上期に夏の高校野球

が中止になったことやバーチャル高校野球の規模が縮小されたことによる影響が大きく、トータル

で減少となりました。 



 
 

 

12 ページはテレビ事業収入の内訳です。 

最も影響を受けましたのは、先ほどから申し上げているスポット収入の減少で、関西の地区投下が

前期比マイナス 11%と大変厳しい状況でした。 

タイム収入についても前期を下回る結果となりました。 

コロナ禍で広告市場そのものが非常に厳しかったこと、また上期に中止となった高校野球やタイガ

ース戦のプロ野球の試合数減も大きく響いています。 

しかし、このような厳しい状況の中でも、全国ネットでは、「ポツンと一軒家」が年間を通じて好

調でございました。12 月の「M-1 グランプリ」や年始の「格付けチェック」など、当社が誇る名

物特番も非常に好調でした。 

系列局への番組販売収入は、「相席食堂」など人気番組は健闘いたしましたけれども、減収となり

ました。 

動画配信は、先ほど申し上げた「相席食堂」が好調だったことに加え、下期に入ってドラマコンテ

ンツが増え、前年比 77.8%増の大幅増収となりました。この動画配信の好調には、TVer の普及に

加え、いわゆる巣ごもり需要も影響したと見ております。 



 
 

 

続いて 13 ページ、四半期ごとのスポット収入の推移はご覧のとおりでございます。 

9 月以降、復調の兆しが見え、第 3・第 4 四半期は前年並みに戻りましたが、上期の減収幅をカバ

ーしきれず、トータルで前年比およそ 37 億円の減収となりました。 

 

 

 



 
 

 

スポット収入の業種別の増減については次のページをご覧ください。 

コロナの影響を大きく受けたレジャー業種を筆頭に、ほとんどの業種が大幅に減少いたしました。 

一方で、コロナ感染対策の啓発などの出稿が目立ったのは、官公庁・政治団体などでございます。 

それから通販や Uber Eats に代表される食事の宅配サービスやテレワーク支援のサービス、除菌・

抗菌関連の商品など、コロナで一変した生活にあわせたサービスを中心に出稿も増えております。 

 



 
 

 

続いて 15 ぺージ、当期の番組費です。 

前期比で大きく減少いたしました。 

先ほどからお伝えしているとおり、主な要因はコロナによる外出移動制限などで、スポーツ中継や

番組収録の中止を余儀なくされたためです。加えて、近年の収支状況を踏まえ、番組費の最適化に

も継続的に取り組んでいるため、その成果も出てきています。 

 



 
 

 

16 ページには、個人全体視聴率をお示ししております。 

プライムは 7 年連続、プライム 2 は 3 年連続で 2 位となっております。 

2020 年度の特徴は、コロナ禍の影響で、報道・情報番組系の視聴率が軒並み高い視聴率を取った

ことです。その影響で NHK がゴールデンで 2 位となっております。PUT もプライム 2 を除いて、

年間を通して上昇いたしました。 

 



 
 

 

17 ページは当期の業績の見通しです。 

コロナ禍の影響は残るものの、前期の第 3 四半期以降、スポット広告市場が回復傾向にあり、4 月

も堅調に推移していることから増収増益を見込んでおります。 

一方で、番組費は、前期に中止となったロケ、収録、スポーツ中継などが復活するため増加する見

込みです。 

 



 
 

 

18 ページは収入の内訳です。 

新しいグループ中期経営戦略の方針に基づき、当期から当社の事業を大きく二つの事業に分けまし

た。放送を通じて得られる広告収入を中心とする放送事業と、映像・イベントなど、コンテンツ・

IP そのものをマネタイズすることにより得る収入、コンテンツ事業でございます。 

それぞれの事業ごとに、視聴者、ニーズ、スポンサーの分析をし、より魅力ある、求められるコン

テンツを企画、制作してまいります。 



 
 

 

19 ページは 2020 年度の成果、トピックスです。 

「ポツンと一軒家」が引き続き好調で、関西のレギュラーバラエティ番組の中で、年間平均視聴率

全局トップとなりました。3 月には、日本人の心や人と人の触れ合いを温かく取り上げる番組と人

に贈られる橋田賞を、ABC としては初めて受賞いたしました。 

年末年始の当社の誇る特番も好調で、「M-1 グランプリ」は 2015 年の復活以降、自己ベストの視

聴率を更新いたしました。「芸能人格付けチェック」も歴代最高視聴率を更新しております。視聴

者参加型のデジタル展開なども年々拡充し、収益力も向上しております。 

放送に留まらない展開も充実させております。 

深夜のバラエティ番組、「相席食堂」は、ローカル番組ながら、TVer のバラエティ番組のジャン

ルで年間再生数第 3 位を記録し、TVer アワード 2020 特別賞を受賞いたしました。 

深夜ドラマのドラマ L、ドラマ＋枠のコンテンツも配信で好成績を出しております。特に 2 月から

放送いたしましたドラマ、「ももいろ あんずいろ さくらいろ」は、TVer 配信で当社史上最高

再生回数を更新をいたしました。 



 
 

 

次に 2021 年度は、テレビ＋αの新たな挑戦を、さらに加速させていきます。 

4 月には、次世代のスター料理人 No.1 を決める「DRAGON CHEF 2021」が始動いたしました。 

地域の魅力再発見をテーマに、日本の食文化を世界へ発信しようという番組で、「M-1 グランプ

リ」と同額の優勝賞金 1,000 万円を目指して、全国から結集した若き料理人が熱い戦いを繰り広げ

ております。夏の決勝ラウンドに向けて、地上波での放送はもちろん、YouTube 公式チャンネル

での配信、Abema での同時配信など多角的に展開し企画を盛り上げてまいります。 

またアメリカの大手番組制作会社と共同開発した「シークレットゲームショー」が、4 月に開催さ

れた世界的なコンテストで最優秀賞を受賞いたしました。ノミネートされた日本の作品で唯一の受

賞で、コンテンツのフォーマット開発という新たな分野での今後の展開に期待をしております。 

先ほども冒頭で申し上げましたように、コロナによって社会の価値観は大きく一変をしておりま

す。その中でテレビを取り囲む環境は大きく加速しております。この状況をチャンスととらまえ

て、従来のテレビの枠を超えるコンテンツづくり、コンテンツ第一主義でやってまいりたいと思い

ます。そのコンテンツをいかに最適なプラットフォームを選んで出していくか、それによってマネ

タイズを進めていきたいと思います。本年もどうぞよろしくお願いをいたします。 



 
 

 

司会：決算の説明は以上でございます。 

続きまして、新しい中期経営戦略について、沖中よりご説明いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

沖中：改めまして、沖中でございます。 

まず前の中期経営計画 SUNRISE2018-2020 ですが、そちらにつきまして簡単に振り返りいたしま

す。この 3 年間、本格的にグループ経営を始めてきたわけですが、うまくいかなかったこと、うま

くいったこと、それぞれたくさんありました。 

左下のグラフでございますが、最終年度の 2020 年度の数値目標である売上高 890 億円、経常利益

60 億円は、残念ながら未達となりました。 

しかしこの 3 年間で試行錯誤を繰り返しながらも、コンテンツ事業を中心に、グループ経営のかた

ちの基礎ができたのではないかと思っております。物心両面、つまり意識の面においても、成長の

手応えを感じております。 

またライフスタイル事業も、これからですが、その土台がかなりできてきたのではないかと思って

おります。放送だけに頼らない総合コンテンツ事業グループとしての戦略は、次への本格的な成長

の土台が整ってきたと、一定の評価をしております。 



 
 

 

これらを引き継ぐかたちで新しい中経を策定いたしました。 

2021 年から 2025 年までの中期経営戦略「NEW HOPE」です。 

グループを成長させるための戦略に重点を置く内容ということで、名称を中期経営戦略に変更しま

した。 

財務計画につきましては、3 年間の計画数値を定めた上で、1 年ごとに将来 3 年間の数値を見直す

こととしました。 



 
 

 

経営理念はこちらのとおりです。 

「朝日放送グループは、変化に対応しながら進化を続け、強力な創造集団として、社会の発展に寄

与する」 

この理念の下で、総合コンテンツ事業グループを目指していきたいと思います。 

 

 



 
 

 

そしてビジョンはこちらです。「創る、届ける、「新しいシアワセ」を」。 

こうした経営理念やビジョンにつきまして、今回は大きくスペースを割きました。 

グループ経営に舵を切ったこの 3 年間、グループ各社のまとまり、求心力、相互連携が大切だとい

うことを改めて強調しております。 

次のスライドで説明する重点項目もそうですが、理念やビジョンは、これからの時代の大きな変化

の中、会社の存在意義であり、ひいては従業員の働く意義、モチベーションに大きくつながるもの

だということで重視いたしました。 

また、これからの ESG への積極的な取り組みのためにも、まずは全グループ従業員の意識を向上

させておくことも大切だと考えました。 



 
 

 

こちらが重点項目です。 

これもグループとしての意識、モチベーションを高めて生産性の向上を期待するものです。 

一つ目は、まず人材の強化と多様化。それから二つ目がグループ連携の強化。まずこの二つがグル

ープのこの中経の最重要項目だと思っております。 

そして三つ目と四つ目、データとデジタル技術の利活用や社会課題の解決をテーマとした事業開発

も大きな目標です。 

当社グループはこの四つの重点目標に向かって歩みを進めていく中で、2025 年までに連結売上高

1,000 億円達成を考えてまいります。 



 
 

 

 

この中経より各事業の成長を明確に、かつ戦略的に把握していくために、その事業領域を、放送事

業、コンテンツ事業、ライフスタイル事業の三つに分類いたしました。 

メディアの広告収入を中心とする放送事業と、映像・イベントなど IP・コンテンツから直接収入

を上げるコンテンツ事業、そしてハウジングとゴルフに通販その他を加えましたライフスタイル事

業としました。 

この三つの事業を、それぞれの事業ごとに分析を深め大きな成長につなげてまいります。 



 
 

 

こちらが各事業ドメインの、事業領域の成長のイメージです。 

今年度 21 年度予想と 25 年度までの目標を右と左で比較してあります。 

放送事業は、現在の売上高を最低でも維持、それ以上を狙います。コンテンツ事業は、売上高 250

億円に成長させ、およそ倍に、ライフスタイル事業は、売上高 190 億円に拡大します。 

そして全体では 2025 年までに、連結売上高 1,000 億円、営業利益 57 億円、経常利益 60 億円を目

指します。 



 
 

 

次、29 ページです。これが今後 3 年間の計画数値です。 

中間地点、23 年度ですね、このイメージは表の右上にございます。売上高 920 億円、営業利益 45

億円を目標としております。 

一番下の表が事業別となっております。 

コンテンツ事業は、21 年度比で 23 年度には 190 億円とおよそ 1.5 倍。 

放送事業、ライフスタイル事業は、ご覧の通り。 

こちらは確実に達成していきたいと考えております。 



 
 

 

ここからこの三つの事業別の戦略を簡単にご説明します。 

まず放送事業についてです。 

市場規模はまだまだ大きく、今後も当社グループの大きな柱であることには変わりありません。こ

こは引き続き強化してまいります。 

 

 

 



 
 

 

次にコンテンツ事業です。 

今回の中経で最も大きくストレッチさせていく事業ドメインです。 

まずは何といっても企画力・制作力の強化が第一です。そしてマルチウィンドウのセールスの強化

で収益の最大化。そしてバリューチェーンも充実させて、制作体制を整えていきます。 

 

 



 
 

 

こちらをご覧ください。 

先ほどのスライドでございますけれども、コンテンツ事業はこのオレンジになっておりますが、21

年度予想の 126 億円から、25 年度には 250 億円とほぼ倍増を目指しております。 

 

 

 

 



 
 

 

その内訳をご説明します。まずは上のアニメ事業です。 

深夜アニメのさらに拡充。そしてアニメ映画もコンスタントに制作してまいります。アニメ制作会

社 SILVER LINK を連結子会社としバリューチェーンを強化したほか、ABC アニメーション社でも

3D アニメのスタジオを昨年立ち上げ、トータルで 25 年にはアニメ事業で 25 億～30 億円の増収

を図ります。 

左下はドラマ・バラエティなどの実写コンテンツについてです。 

ドキュメンタリーやリアリティショーにもチャレンジしていきたいと思っております。ドラマのス

ピンオフの舞台化などマルチ展開も進めて、トータルで 30 億～40 億円の増収を図ります。 

なお、先週 5 月 10 日に、ABC フロンティア社と劇団スーパーエキセントリックシアターとの合弁

で、演劇プロデュース会社を立上げました。 

イベント事業につきましては、アフターコロナにおいては、自主企画イベントを増やして増収を目

指し、現在その仕込みを積極的に始めているところであります。また、2025 年の関西万博に向け

ても運営受託を狙います。こちらも 30 億～35 億円の増収を考えております。 

そのほか音楽出版事業やコンテンツ系の新規事業の開発・制作の受託などで、2025 年度にコンテ

ンツ事業全体で、売上高 250 億円を目指したいと思っております。 



 
 

 

次ですが、もう一つ大きく成長していきたいのがライフスタイル事業です。 

お伝えしたとおり、ハウジング事業とゴルフ事業、通販事業等をまとめてライフスタイル事業とし

ました。 

既存事業の強化に加え、社会課題の解決をテーマとする新規事業にチャレンジしていきたいと思い

ます。ここはグループの持つ資源をいかに利用していくかがカギとなります。もちろんデジタル領

域の活用も重要なポイントとなります。 



 
 

 

こちらですが、これも先ほどの事業領域の成長イメージの表でございますが、この緑で示している

部分がライフスタイル事業の売上です。 

2021 年度予想が 142 億円で、2025 年までに 190 億円と伸ばしていきたいと考えています。 

 

 

 



 
 

 

この成長のイメージがこちらです。内訳はこのとおりになっております。 

テレビのプロモート力を生かした通販だけでなく、EC も強化して事業拡大を図っていきます。 

今年 1 月には、EC に強い DMM.com 社との協業による ONEDAYDESIGN 社を立上げました。

ONEDAYDESIGN 社は 4 月から朝日放送テレビで TOKIO の城島さん司会の情報通販番組、ほのぼ

の茂をスタートさせ、現在のところ好調な滑り出しとなっております。 

2025 年には通販事業で 25 億～30 億円の増収を目指します。 

そのほか他社との協業による新規事業開発のプロジェクトが現在複数件進行中で、それによる収益

への貢献も期待しております。 



 
 

 

次ですが、成長投資戦略でございます。 

このページに記載のとおりでございますが、各事業領域の戦略に則って、不足している資源や機能

を獲得する手段として M&A や JV などの投資は引き続き行っていきたいと思います。 

 

 

 



 
 

 

次、ご覧ください。財務戦略と配当政策でございます。 

財務戦略は、資本コストやマーケット環境などを勘案しながら資金調達を行い、将来の持続的成長

のための投資を行っていきます。 

配当政策につきましては、成長投資とのバランスを考えていきながら、連結配当性向 30%を一つ

の目途として安定的に、また柔軟に進めてまいります。また、急激な経営環境の悪化による著しい

業績低迷時を除き、1 株当たり年間 10 円を配当の下限水準といたします。 

今後 5 年間の新中期経営戦略で当社が目指す姿、戦略についての説明は以上でございます。どうも

ありがとうございました。 

司会：当社からのご説明は以上となります。 

  



 
 

質疑応答 

 

司会：それでは質疑応答に入ります。本日は、説明内容および質疑応答の書き起こし配信サービス

の取材が入っておりますので、ご了承ください。ではご質問のある方は、御社名、お名前の後、ご

質問をお願いいたします。なおご質問は、アナリスト、機関投資家の方を優先させていただきま

す。 

質問者：それでは質問させていただきます。質問 3 点ありまして、いずれも今回発表していただき

ました中期経営戦略についておうかがいしたいと思います。 

まず一つ目なんですけれども、コンテンツ事業の売上が一番伸びるというご説明をいただきました

けれども、コンテンツ事業の最終年度の営業利益での寄与というのはどの程度見込まれているんで

しょうか、というのが一つ目の質問です。 

2 点目なんですけれども、同じくコンテンツ事業。一番トップライン伸ばすということなんですけ

れども、トップライン伸ばすためには当然投資が必要になると思うんですけれども、投資額、ジョ

イントベンチャーに対して投資をするでもいいですし、制作コストとして投資するでもいいんです

けれども、どの程度の投資を想定されておられるのか、教えてください。 

最後 3 点目は、コンテンツ事業の収益化の仕方なんですけれども、コンテンツ事業向けに新たにコ

ンテンツを作って、それをマネタイズしていくことを主に想定されているのか。それとも今ある放

送コンテンツも放送以外のルートでマネタイズしていって、収益化していくほうが売上の構成比と

して大きくなることを想定しておられるのか。どういったコンテンツで収益化していくのかについ

てご想定をおうかがいできますでしょうか。 

以上、3 点お願いいたします。 

沖中：それでは、３つめについて、まず私、沖中から簡単にご説明させていただきます。 

3 点目の新たに作るコンテンツについてですが、現在考えておりますのは、今ある放送のコンテン

ツとそれ以外のコンテンツを大きく制作し、そして収益化しようと考えております。 

まずアニメに関しましては、現在も深夜アニメで作っておりますけれども、ほとんど DVD あるい

はアフィリエイトをしたスピンオフの映画本編作品などが中心となっております。 



 
 

それ以外にも、深夜アニメ、放送に関わらない映画制作、アニメ映画の制作を年 1 本ないしは 2 本

ぐらいを考えております。完全オリジナルのもの、主に京都アニメーションさんと一緒に作るもの

が中心となっております。 

ドラマあるいはドキュメンタリー、それからバラエティに関しましては、主に配信業者さんとオリ

ジナルコンテンツを作るようなお約束等がかなりできてきております。もちろんテレビ番組から派

生した特別版、動画配信特別版みたいなものもありますが、まったくオリジナルなものも、お互い

に相談しながら、企画しながら、考えているところであります。 

それから、イベント事業については、今まで当社は、ほとんど、いわゆる出資が多かったのです

が、この 1 年ぐらい前から、オリジナルのイベントを番組の、主にテレビ番組をフィーチャーした

ような企画を中心に、積極的に自分らで企画し、イベントを制作していこう、となってきている。

そういう意味で、2 年前に当社グループ入りしましたイベント事業会社のマッシュさん、こちらを

中心に大きく展開していこうと考えています。 

また今紹介しましたマッシュさんは、関西万博での、かなり受託に関しましては、非常に順調に、

パイプがあるので、かなりいけるのではないかと考えております。 

ほかには音楽制作などもありますけれども、基本的に、放送事業だけでは、とても中経の目標数字

は達成できませんので、それ以外のコンテンツを制作し、大きくストレッチしてきたいと考えてお

ります。 

一つ目と二つ目については、経理担当の小倉のほうからお答えいたします。 

小倉：経理担当の小倉でございます。 

おそらく皆様からそういうご質問があるかとは思っているんですけれど、現時点で放送とコンテン

ツを利益で分けるということは、正直、難しいというのが状況でございます。 

というのは、売上ではある程度想定はできますけれども、利益で言いますと、やはり配賦の問題が

ございます。 

特に大きなのはテレビ社でございますけれども、そのコンテンツをそもそも作るのにかかった人件

費が、いわゆる放送とコンテンツが同じ人間たちが作っていくというケースが多いわけでございま

して、そうなっていくと、まず今の段階から放送とコンテンツの利益割合をするというのは難しい

と。 

まずはこの初年度に、それを意識しながら経理上の計算を重ねていき、大体こういう感じであろう

というのをまず今年度、この新しいセグメントの中で手元の数字としてまず把握して。そしてそれ



 
 

を 2 年目以降から、大体どれくらいが放送部分の利益であり、どれくらいがコンテンツ事業の利益

であるかということを、まず内部的に把握していこうと思っております。 

そしてその精度が上がってから、皆様へのご説明をさせていただきたいと思いますので、現段階

は、それでちょっとご理解をいただきたいというふうに思っております。 

それから投資なんですが、これはコンテンツ投資というのがまず中心になるかと思いますけれど

も。これは大体、これもまず一つは現在すでに先行投資、これ今年度かけていきますけれども、こ

れでどれくらいの利益が上がっていくのかというのも、まずはそれを確認していきたいと。当然利

益が上がるものであれば、投資額は大きくしていく。 

しかし投資する先も、このコンテンツ分野で言うと、特にアニメなどは、今後制作能力が限られて

いる。要するに、作っているところがそれほど多くないということもあり、どれくらいが投資でき

るのかということも、まず走りながら検討していきたいと思っております。 

したがってこの 3 年間で言うと、数十億円規模の投資規模というのは想定はされておりますけれど

も、あくまでそれは利益の上がり具合を見ながら進めていきたいと思っております。 

沖中：以上、お答えしました。よろしいでしょうか。 

質問者：ありがとうございました。 

司会：では次の方、お願いいたします。 

質問者：3 点、お願いをいたします。 

まず今期のスポットのご計画ですけれども、可能であれば、上下のバランス、特に下下をどのよう

にご想定していらっしゃるのかという点について教えてください。これが 1 点目です。 

2 点目です。今期の制作費のご計画、160 億円ということでありますけれども。中期経営戦略と照

らし合わせて、この水準というのはどういった位置づけにあるのか。ここからまだ増やせていけそ

うなのか、それともこの数字の中でやりくりをしていかれるのか。中経の利益目標等含めまして、

制作費の状況というところについての今のお考え方について教えてください。 

最後 3 点目になります。資料の 36 ページ目の通販事業に関してです。 

2025 年までに 25 億～30 億円の売上を追加的に作るというご目標でいらっしゃいますが、具体的

にどういったものを売っていかれるのかというところに関してと。もし可能であれば、その他事業

にあります DMM.com さんとの協業による新規事業というのは、もう少し具体的にどういったと

ころを目指されていらっしゃるのかという点について教えてください。 



 
 

以上です。よろしくお願いいたします。 

山本：それでは私、山本のほうから一つ目のまずスポットの数字についてご説明をさせていただき

ます。 

今期のスポットの予算を立てておりますのは、通期で、昨年度のコロナによる大きな影響がありま

すので、20 年度比でいくらというかたちであまり見ても意味がありませんので、むしろその前の

年、19 年度比でどういうふうに、逆に言うと 19 年度に向かってどれだけ回復できるのかと、こう

いう観点でスポットについては見ております。 

そういう意味では、19 年度比でいきますと、今年度の通期の見込みの予算についてはほぼ、19 年

度からすると、95%の見込みを立てております。 

なかなか楽観視できない状況がずっと続いている中で、去年大きくコロナの影響で、上期が特に落

ち込みましたので、反動増があると見込んではありますけれども、まだこの状況の中でも緊急事態

宣言が解けておりませんし、なかなかコロナの先行きが見えないということ、オリンピックもどう

なるかわからないという状況が 4 月前にもありましたので、スポットの見込みは 95%というふう

に置いております。 

これ上下でどういうふうに見ているかというと、上を、これ全部 19 年度比のことですけれども、

上期で 90%、下期で約 100%という見込みの予算を組んでいます。トータルで 95%。こういうこと

になっています。 

これは 19 年度の出来具合からいくと、19 年度の上期が 97.4%、19 年度の下期が 91.7%と落ち込

んでおりますので、そういう状況も見込んだこと。それからコロナの状況が上期まだ見えないとい

うこともあって、上期の戻りはなかなか厳しかろうということも踏まえて、年間では何とか 95%

までは戻るのではないかなという見通しを立てております。 

足元、今のところ 4 月、5 月につきましてはほぼ見込みどおりでありますし。逆に 4 月は、地区で

も 90%、19 年度比。5 月は、地区で 103%と超えてきてますので、まあまあこのコロナが続いてい

る状況の中では、下期、昨年度の下期の回復傾向の状況は大きく変わってはいないのかなと。 

ただ、ますます毎月毎月、よりいっそうスポットの出来具合がわかりませんので、非常に見通しが

立てにくい状況。それから先ほど申し上げた、オリンピック次第で、かなりまたこれスポットに与

える影響は大きいと思います。通常でもオリンピックの年はタイムにスポット予算を持っていかれ

ますので、これがあるなしによって、またスポットの出方も変わってくると考えております。 



 
 

それから二つ目のご質問の制作費でありますけれども。昨年は、先ほど私のほうから説明しました

ように、かなり上期、特に 4-6 月のあたり、新番組が作れずに総集編をやったりした部分でのかな

り制作費が、作れないということで、やむを得ず減ったという部分もありまして、ほぼ 150 億円

ぐらいまで、大きく下げました。 

それが今年スポーツ番組も含めて戻るということで、160 億円と置いてますけれども、これについ

てもかなり先行投資的な番組費も込みで 160 億円と見通しています。 

それは新規のゴールデンタイムの番組とか、先ほどご質問があった中経のコンテンツ事業も、テレ

ビ社としても増収していく。これは大きな目標でありますので、この 6 月に組織もいろいろ変えま

して大きく変えていっている部分もあります。 

そういうこともあって、コンテンツの開発費、これは放送番組と連動するということは番組費に計

上しますので、そうじゃない放送番組だけではない番組、番組というかコンテンツですね、それに

ついての費用も見込んでいての 160 億円でございます。 

本来、番組費というのは、できれば増やしたいところでありますけれども、これはもう本当にスポ

ット次第でありますので、スポットの動向を見ながらコントロールしていきたいと思いますけれど

も。今のところ、今年度に関してはこの 160 億円を上限として十分やっていける、コンテンツ開

発費用も織り込んでおりますので、当面は 160 億円を一つの目途として番組費は推移していきた

いなと思っております。 

私のほうからは以上です。 

沖中：通販に関するご質問に対して、お答えしたいと思います。 

通販で 25 億～30 億円のストレッチを考えておりますけれども、現在の通販枠では、大体 5 億円強

というところの伸びを考えております。ONEDAYDESIGN 社、DMM さんとの協業のところでは

15 億～20 億円の伸びを考えております。 

ONEDAYDESIGN 社の商材は、現在のところ、まだ十分には揃っておりませんが、番組パーソナ

リティの城島茂さんが、今年ジャスト 50 歳でございまして、50 歳からの生活提案ということで、

城島さんも一緒に考えて新たな商品を開発していくというのがコンセプト。今後夏以降にちょっと

通販が落ち着いた頃に、通常の通販が落ち着いた頃に、そうして開発した商品も含めまして紹介し

て、15 億～20 億円のストレッチを考えております。 

ほかにも通販では、まだ検討中ですが、海外で EC の協業などにも参加したいと現在考えておりま

す。 



 
 

それ以外に DMM.com 社との共同事業では、先方もわれわれも、一緒にアグレッシブにやってい

こうというと考えている。グループの中期経営戦略にはもちろん入れておりませんが、

ONEDAYDESIGN 社の中では、売上 100 億円を目指そうじゃないかという鼻息荒いところをぶち

上げております。 

内容は、まだ検討中ですが、テレビのメディアを使った送客を中心にアプリやサイトゲームなどの

ゲーム、そういうものを考えている。 

あるいは DMM 社以外では、他社大手との協業の検討も現在進んでおりまして、まだ具体的な内容

を発表はできる段階には至っていませんけれども、順調に今年の中で、一つ、二つ、新たな他社と

の協業も立ち上げられるのではないかと考えております。 

そういうものを含めますと、新規事業、社会課題の解決にも役立つようなこの新規事業の伸びによ

り、ライフスタイル事業について、私は 190 億円と言わずに、もう少し大きくストレッチできる

のではないかと考えております。以上でございます。 

質問者：ありがとうございます。 

司会：ありがとうございました。 

では、ほかにご質問のある方、いらっしゃいますでしょうか。ご質問がございませんようですの

で、以上をもって、説明会を終了させていただきます。 

本日はお忙しい中、当社の決算および中期経営戦略の説明会にご参加いただきまして、ありがとう

ございました。引き続き、当社グループをどうぞよろしくお願い申し上げます。ありがとうござい

ました。 

登壇者一同：ありがとうございました。 


